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国土交通省直轄工事における総合評価落札方式 

技術提案評価型ＳⅠ型の試行 

 

国土交通省直轄工事（港湾空港関係を除く。）における総合評価落札方式につ

いては、「国土交通省直轄工事における総合評価落札方式の運用ガイドラインに

ついて」（平成 25 年３月 26 日付け国地契第 109 号、国官技第 296 号、国営計

第 121号、国北予第 53号）に基づき実施されているところである。 

同ガイドライン（最終改正令和５年３月 30日）において、発注者が示す標準的

な仕様（標準案）に対して施工上の特定の課題等に関する施工上の工夫等の技術

提案を求めることにより、企業の優れた技術力を活用し、公共工事の品質をより

高めることを期待できる方式として技術提案評価型Ｓ型を規定しており、国土交

通省直轄工事において広く実施されている。しかしながら、技術提案評価型Ｓ型

においては、標準案に対して設計図書の変更を伴う技術提案が認められておら

ず、また発注者が標準案に基づき算定した工事価格を予定価格とし、その予定価

格の範囲内で提案される施工上の工夫等の技術提案と価格での評価を行うこと

から、技術提案の履行に要するコストも入札価格に含まれるため、競争参加者に



 

とって費用を要する発展的な提案を行うことが難しいという課題がある。さらに

今般、公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成 17年３月 31日法律第 18号）

が令和 6年 6月に改正され、同法第７条２項および同６項において「価格に加え、

工期、安全性、生産性、脱炭素化に対する寄与の程度その他の要素を考慮して総

合的に価値の最も高い資材、機械、工法等」を、経済性に配慮しつつ採用するよ

う努めることが発注者の責務とされた。 

これを受け、上記ガイドラインに規定する国土交通省直轄工事の総合評価落札

方式（技術提案評価型）の一類型として、発注者が公告時の設計図書で示す標準

的な仕様に対して、競争参加者から、一定の範囲内で費用を計上することを前提

として、軽微な設計図書の変更を許容した技術提案を求める「技術提案評価型Ｓ

Ⅰ型」を別添のとおり試行することとしたので通知する。 

貴職におかれては、本試行も含め、引き続き公共工事の品質確保に取り組まれ

たい。なお、本取扱いについては、今後の試行の実施状況を踏まえ、必要に応じ

て変更する場合があるので申し添える。 
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別添 

総合評価落札方式 技術提案評価型 SⅠ型 試行実施要領 

 

本試行は、「国土交通省直轄工事における総合評価落札方式の運用ガイドライン」

（以下、「総合評価ガイドライン」という。）に基づき実施している「国土交通省直轄

工事」（港湾・空港関係を除く。以下、「直轄工事」という。）の総合評価落札方式のう

ち、技術提案評価型の新しい類型として「技術提案評価型 SⅠ型」（以下、「SⅠ型」と

いう。）を新たに導入するものであり、以下のとおり実施するものとする。 

 

（１）実施目的 

「公共工事の品質確保の促進に関する法律」（平成 17年法律第 18号。以下「品確

法」という。）が令和 6年 6月に改正され、総合的に価値の最も高い資材、機械、工法

等の採用に努めることが発注者の責務として新たに規定された。これを踏まえ、本試

行においては、導入にかかるコストが障害となり、現行の調達制度の中で普及が進み

にくい新技術・工法等について、直轄工事における適切な評価および活用を推進し、

公共工事の品質・環境・建設現場の安全性・生産性等の更なる向上を図ることを目的

とする。 

具体的には、直轄工事の発注に際して、「発注者が公告時の設計図書で示す標準的な

仕様」（以下、「発注者が示す仕様」という。）に対して、競争参加者から、一定の範囲

内で費用を計上することを前提として「軽微な設計図書の変更を許容した技術提案」

（以下、「技術向上提案」という。）を求めることにより、民間企業の優れた技術力・

ノウハウの活用を図るものである。 

 

（２）対象工事 

現行の総合評価ガイドラインにおいて「技術提案評価型 S型」（以下、「S型」とい

う。）を採用することが想定される直轄工事のうち、競争参加者の技術向上提案に基づ

いた比較的軽微な設計図書の変更（目的物及び発注者指定の仮設物・工法の変更を含

む）により、品質・環境・建設現場の安全性・生産性等の更なる向上等が期待される

場合や、新技術・工法等の活用が期待できるものを SⅠ型の対象工事として選定す

る。なお、選定にあたっては、工事の規模が大きいほど効果的な提案が得られやすい

ことに留意する。 

 

（３）競争参加資格等 

対象工事の競争参加資格は、S型と同様の条件を設定するものとするが、技術向上

提案を求めるにあたって追加の競争参加資格等を設定する必要があれば、発注者にお

いて適宜設定する。 
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（４）発注手続きに係る期間・手続きフロー等 

SⅠ型で求める技術向上提案は「S型で求める技術提案」（以下、「通常技術提案」と

いう。）より高度となることが想定されることから、競争参加者が提案の作成に要する

期間及び発注者が提案を審査する期間を確保するため、手続きに要する期間を S型よ

り長く設定することとする。具体的な期間としては、 

・ 「入札説明書の交付」から「競争参加資格確認申請書等（技術向上提案及び通

常技術提案を含む）の提出」までの期間：4週間～8週間程度 

・ 「競争参加者確認申請書等（技術向上提案及び通常技術提案を含む）の提出」

から「競争参加資格の確認・通知」までの期間：8日～1ヶ月程度 

を標準とし、各発注者の S型や技術提案・交渉方式（「国土交通省直轄工事におけ

る技術提案・交渉方式の運用ガイドライン」に基づき運用するもの、以下同じ。）の発

注における運用を踏まえつつ、工事内容や技術向上提案の内容に応じて適切に設定す

る。 

標準的なフロー図は以下の通り。 
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■技術提案評価型 SⅠ型 

 

  

 

技術提案の改善を求

める、又は改善を提案

する機会を与える場合 

上記日数は、土曜日、日曜日、祝日等を含まない。 

 

注１ 土曜日、日曜日、祝日等を含めると合計 1.5 か月～2 か月

程度、WTO対象工事は合計 2.5 か月～3 か月程度。な

お、各事務所（北海道開発局にあっては、各開発建設

部）の長が必要と認めた場合に、二次審査において実

施する同時提出型については、この限りではない。 

注２ ＷＴＯの場合、「国の物品等又は特定役務の調達手続の特

例を定める政令」（昭和 55年政令第 300号）第５条第１項

の規定により、入札期日の前日から起算して少なくとも 40

日前に公示をしなければならないことに留意すること。 

注３ 契約後、技術向上提案が採用と判断された場合は速やか

に発注者から変更指示を行うこと。 

注４ 技術向上提案の変更契約にあたり、多年度にわたる国債

工事の場合、当初契約年度内に行う必要がある 

注３ 

 注４ 
は必要に応じて実施 

質問書に対する回答期限 

質問書の提出期限 

＜標準的日数＞ 

約 

37 日 

～ 

67日 

公告後 

速やかに 

4日 

 

22 日 

～ 

40 日 

（注 2） 

6 日 

（注 3） 

（ＷＴＯの場

合は 28 日） 

3 日 

8 日 

～ 

20 日 

1 日 

約 

57 日 

～ 

87日 

（ＷＴＯ） 

6 日 

 

合計（注１） 

（ＷＴＯの場合） 

5日 

（ＷＴＯの場合は 7 日） 

5 日 

（ＷＴＯの場合は 8 日） 

入札公告 

入札書の提出期限 

施工体制の確認 

総合評価 （評価値の算出） 

落札者の決定 

競争参加資格がないと認めた理由の説明要求 

理由の説明要求に係る回答 

入札説明書の交付 

資料作成説明会 

ヒアリングの実施 

入札執行の日（開札の日） 

競争参加資格確認申請書及び資料の提出 

（技術提案含む） 

改善された技術提案の提出 

技術提案の改善 

・技術的能力の審査 

・企業，技術者の能力等の評価 

・技術提案の評価 

・ヒアリングの評価 

競争参加資格の確認・通知 

契約の締結 

発注者にて技術向上提案の採用の決定 

設計変更の手続き開始 

受注者へ決定内容を指示 
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■技術提案評価型 SⅠ型（段階選抜方式） 

 

  

質問書に対する回答期限 

質問書の提出期限 

 

技術提案の改善を求

める、又は改善を提案

する機会を与える場合 

5 日～7 日 

 

5 日～7 日 

＜標準的日数＞ 

公告後 

速やかに 

5 日 

～ 

8 日 

 

5 日 

～ 

8日 

12 日 

～ 

29 日 

1 日 

4 日 

 
10 日 

～ 

15 日 

1 日 

6 日 

 

約 

33 日 

～ 

46 日 

約 

56 日 

～ 

61 日 

（ＷＴＯ） 

合計（注１） 

 は必要に応じて実施 

上記日数は、土曜日、日曜日、祝日等を含まない。 

 

注１ 土曜日、日曜日、祝日等を含めると合計 1.5 か

月～2か月程度、WTO対象工事は合計 2.5 か

月～3 か月程度。なお、各事務所（北海道開

発局にあっては、各開発建設部）の長が必要

と認めた場合に、二次審査において実施する

同時提出型については、この限りではない。 

注２ ＷＴＯの場合、「国の物品等又は特定役務の調

達手続の特例を定める政令」（昭和 55 年政令第

300号）第５条第１項の規定により、入札期日の

前日から起算して少なくとも 40 日前に公示をし

なければならないことに留意すること。 

注３ 契約後、技術向上提案が採用と判断された場合

は速やかに発注者から変更指示を行うこと。 

注３ 

入札公告 

入札書の提出期限 

総合評価 （評価値の算出） 

落札者の決定 

契約の締結 

・競争参加資格がないと認めた理由の説明要求 

・一次審査結果の説明要求 

理由の説明要求に係る回答 

入札説明書の交付 

資料作成説明会 

ヒアリングの実施 

入札執行の日（開札の日） 

・競争参加資格確認結果の通知 

・一次審査結果の通知 

競争参加資格確認申請書の提出期限 

及び資料（技術提案以外）の提出 

技術提案の提出 

改善された技術提案の提出 

技術提案の改善 

・企業，技術者の能力等の評価 

・技術提案の評価 

・ヒアリングの評価 

発注者にて技術向上提案の採用の決定 

設計変更の手続き開始 

受注者へ決定内容を指示 
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（５）求める技術向上提案の設定 

① 設定するテーマ数 

SⅠ型においては、通常技術提案テーマと技術向上提案テーマの双方を設定するこ

ととし、それぞれの提案テーマの数は 1つを標準とする。通常技術提案テーマと技術

向上提案テーマの総数は、S型での運用も踏まえ、競争参加者の過度な負担とならな

い範囲で設定するものとする。 

 

② テーマに対する技術提案の数、分量等 

S型における技術提案については、技術提案書の分量の目安を示すことや、複数提

案を誘発しない評価方法（複数提案部分は加点評価対象としない、又は最も評価が低

い提案で評価する等）を用いる等、競争参加者に過度の負担をかけないための対策を

発注者に求めているところであるが、SⅠ型において技術向上提案を求めるに際して

も、提案の数の上限や分量を適切に設定すること等により、競争参加者に過度の負担

をかけないよう努めるものとする。 

例） 

・ 技術提案書の記述量は、1つの技術向上提案テーマにつき A4・1～2枚までと

する。 

・ 技術向上提案テーマの提案については各テーマにおいて最大１つとする（ただ

し、一連となり効果を高める複数の技術を組み合わせた提案は１つとして評価

する） 

 

③ 技術向上提案テーマの内容 

技術向上提案テーマは、品質・環境・建設現場の安全性・生産性等の更なる向上や

新技術・工法等の活用が期待されるテーマを設定する。 

具体的には下記のようなテーマを想定しており、各工事の実情に応じて各発注者で

適切に設定するものとする。 

① 導入にかかるコストが障害となり、現行の調達制度の中で普及が進みにくい工

法等の採用 

・ 建設現場の省人化・無人化に資する新技術・工法（例：トンネルの省人化

施工） 

・ 脱炭素に資する機材・工法等（資材の一部を特定の資材に置き換えること

のみを提案することは、競争参加者の技術力を評価することにつながらな

いため、評価しない。ただし、競争参加者が自ら研究開発した資材や、

「国土交通省土木工事の脱炭素アクションプラン」のリーディング施策に

記載のある資材（燃料、コンクリート、鉄、アスファルト）の活用につい

てはこの限りでない。） 

② より安全性の高い工法等の採用 

・ 施工者のノウハウを生かした交通渋滞・交通事故発生の防止対策、作業員

の危険防止対策 

③ 点検困難箇所への維持管理性の高い仕様の採用  等 
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また、設定にあたっては当面の間、以下の点に留意する。 

・ 技術向上提案を求める対象範囲を可能な限り明確に設定するものとする。ま

た、技術向上提案テーマと通常技術提案テーマを明確に区別して設定する。 

（テーマ設定の考え方の例） 

➢ 上限額以内で実現可能な提案を求めることからも、提案を求める対象

（工種・箇所）や、段階を明示することが望ましい 

➢ 効果の高い提案を求めるため、「工場製作、輸送、仮設備、架設作業」

のような一連の流れに対して提案を求めることも可能 

➢ 「本工事の目的物となる構造物の維持管理において想定される課題と、

その課題へ対応するための本工事（設計、材料、工場製作、現場作業等

の各段階を含む）における対策」を求める等、提案対象の選定理由も評

価対象に含むことも可能 

➢ 技術向上提案テーマを「新技術活用」、通常技術提案テーマを「生産性

向上」とするような、競争参加者がどちらのテーマで提案するか判断す

ることが困難となるようなテーマは設定しない（提案を求める対象や観

点を明確に分離することが望ましい） 

・ コスト縮減を求める提案は技術向上提案テーマとして設定しない。 

 

④ 技術向上提案に関する費用の明示 

発注者が示す仕様と比較して技術向上提案の実施に必要な費用が大きい場合で、発

注者が当該技術向上提案の採用を決定した場合は、発注者から変更指示を行い、当該

費用について設計変更の対象とする（当初の入札においては、技術向上提案の実施に

要する費用について、予定価格、入札価格の双方に含めないものとする）。 

また、当該技術向上提案に要する費用の上限は、公告時点における予定価格の 5％

の範囲内で、技術向上提案テーマや工事内容等に応じて、発注者において適切に設定

する。この際、技術向上提案の金額により予定価格が競争参加者に類推されないよう

留意する。 

このため、技術向上提案テーマの設定にあたっては、発注者が上限金額を公告図書

に明示するとともに、競争参加者（提案者）において当該提案の実施にかかる概算費

用を提案書に明示させることとし、具体的には次のように取り扱う。なお、同費用の

考え方については（９）も参照のこと。 

 

＜発注者による明示＞ 

設定する技術向上提案のテーマに対して、当該提案の実施に必要な費用の上限

額を「○○百万円以内（税抜き）」という形式で設定し、入札説明書に明記する。 

＜提案者による明示＞ 

提案ごとの概算費用（一般管理費、間接工事費等を含み、税抜き。技術向上提

案部分にかかる提案内容の実施にあたり必要な調査・測量・設計、施工中の品質
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管理・出来形管理費用も概算費用に含む）を技術向上提案の提案書へ記載するよ

う求める。 

 

（６）技術向上提案の配点及び評価 

SⅠ型における技術向上提案の評価点は、S型の配点において技術提案に配分されて

いる点数の一部として設定するものとする。例えば総合評価ガイドラインの 2-8節

（評価基準及び得点配分の設定例）において提示している S型（WTO以外）の配点

例における⑨技術提案、あるいは S型（WTO）の配点例における③技術提案の配点の

一部を技術向上提案の評価点に置き換えて設定する。 

通常技術提案と技術向上提案の点数配分については、当分の間、技術提案に関する

配点の合計に対して技術向上提案の配点が占める割合が１／２から１／３の範囲にな

るように設定するものとする。 

技術向上提案の評価にあたっては、当該提案によりどの程度当該工事の品質が向上

するかを評価すべきであるため、安易にキーワードの数により評価したり、競争参加

者を選別するために無理に評価に差をつけたりするのではなく、品質への効果を評価

し、加算点に反映することとする。そのため、発注者は評価を行うに当たり、発注者

が示す仕様による品質を十分に理解しておくことが重要である。 

具体的な評価項目及び評価基準としては、S型および技術提案・交渉方式における

評価の運用状況を参考に、各工事の課題に応じた的確性及び実現性を評価項目とし、

それぞれについて三段階程度で定性的に評価するものとし、下記の例を踏まえて発注

者において設定する。 

 

評価項目（例） 

的確性 

以下の場合に優位に評価する。 

・交通状況や周辺環境等の与条件が適切に理解されている場合 

・交通影響の低減等、工事の品質向上に有効な目的物の構造、

架設工法、規制手法等が提案されている場合 

実現性 

以下の場合に優位に評価する。 

・提案された目的物の構造、架設工法、規制手法等の実施事例

や類似実績の記載があり、提案に十分（具体的な）裏付けが

ある場合 

 

評価基準（例） 

的 

確 

性 

評価基準 配点※ 実 

現 

性 

評価基準 配点※ 

高い １０ 高い １０ 

やや高い ５ やや高い ５ 

標準的な提案 ０ 標準的な提案 ０ 
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※ 標準的なWTO対象工事（技術提案に対する配点が６０点）で、技術向上提案

の配点の割合を 1/3 とした場合 

 

なお、提案者に明示させた技術向上提案の実施に係る概算費用の多寡については、

技術向上提案の評価対象としないが、提案書に記載された概算費用の合計が発注者の

提示する上限額を超過している場合は、当該技術向上提案について評価しない。ま

た、S型において過度な費用を要する提案（いわゆる「オーバースペック」）について

は優れた提案であっても優位に評価しない運用としており、技術向上提案の実施に要

する費用を適切に価格に反映する観点から、SⅠ型においても過剰な品質の向上を謳う

技術向上提案については優位に評価しない。 

発注者が示す仕様で指定する資材の一部を特定の資材に置き換えることのみを提案

することは、競争参加者の技術力を評価することにつながらないため、評価しない。

ただし、競争参加者が自ら研究開発した資材の活用についてはこの限りでない。 

技術向上提案とあわせて求めている通常技術提案については、S型において各発注

者が運用している基準等で評価を行うものとする。また、技術向上提案に対する理解

度を確認するため必要に応じて配置予定技術者へのヒアリングを実施することとす

る。この際、通常技術提案についてのヒアリング結果（技術提案への理解度）を評価

対象として設定し加算点に反映する場合は、技術向上提案への理解度についても同様

に評価対象として設定することができる。 

提案された技術向上提案について評価した結果は、各発注者の S型における技術提

案の評価結果の通知に関する運用を踏まえて、適切に提案者に通知するほか、S型と

同様の方法で適切に情報公開を行うものとする。（評価結果を入札前に通知することを

妨げない。） 

 

（７）技術向上提案の採用の決定 

落札者の技術向上提案の採用を判断するにあたっては、各発注者において第三者委

員会に諮り、その審議結果を踏まえて各発注者が判断するものとする。第三者委員会

においては、当該工事の特性と技術向上提案の実施により期待される効果等を総合的

に勘案し、当該提案の採用が発注者の求める工事品質の向上に適切に寄与するか、設

計変更が妥当かといった観点から審議するものとする。 

第三者委員会の開催方法としては、S型の個別の案件において各競争参加者の技術

提案を評価するために総合評価委員会を開催する場合と同様の枠組みで開催し、技術

向上提案の評価とあわせて各提案の有効性を審議する方法や、落札者決定後に別途第

三者委員会を開催する方法が考えられる。 

技術向上提案を採用するか否かは、契約後速やかに発注者から受注者に通知する。

また、技術向上提案を採用する場合は、あわせて当該提案内容の実施（技術向上提案

の一部のみを実施させる場合は、その旨及び実施範囲等）を指示し、速やかに変更契

約を実施する。 
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（８）技術向上提案に関する契約変更 

発注者は、指示後速やかに変更契約を行うため、当該技術向上提案に係る見積りを

受注者に提出させる。また、発注者は当初契約の設計図書に技術向上提案を反映さ

せ、費用を計上する設計変更を行うものとする。 

当該指示内容については、変更契約を行うことで、受注者に履行義務が生じるもの

と解される。このため、入札説明書等においては、「技術向上提案について発注者が採

用を決定した場合は発注者指示によって契約変更を行い、当該提案の履行義務を負

う」ことを明記する。変更契約後の技術向上提案の履行の確保については、S型の技

術提案と同様の扱いとし、総合評価ガイドライン 5章を準用し適切に取り扱うものと

する。 

 

（９）技術向上提案に関する費用の考え方 

技術向上提案の実施にかかる費用の考え方は以下の通りとし、競争参加者に適切に

周知すること。 

① 提案時の概算費用 

技術向上提案の提出段階においては、提案者の負担を考慮し、詳細な見積りの提出

は求めない。 

提案の評価やヒアリングに際し、当該提案の実現可能性に疑義が生じた場合等、発

注者としての判断材料が不足した場合には、提案者に当該概算費用を算出した際の考

え方について説明を求めることができる。ただしこの場合でも、概算費用の多寡につ

いては技術向上提案の評価対象としないことに留意し、提案者の過度な負担とならな

いよう配慮する。 

② 提案内容に応じた費用の上限額の考え方 

技術向上提案に係る設計変更により請負代金額を変更する場合の変更額は、発注者

が指定する上限額以下で、かつ落札者が技術向上提案の提案書に記載した概算費用以

下とし、以下の（ア）（イ）の考え方による。同変更額には、技術向上提案内容の実施

にあたり必要な調査・測量・設計や、施工中の品質管理・出来形管理に要する費用に

ついても含まれるものとする。 

（ア）発注者が示す仕様（材料や数量等）を置き換えず、工事内容を純増させる提案

の場合 

当該追加内容の増工に必要な費用が発注者の示す上限額以内となるような提

案を求める。提案書に記載する概算金額は、増工に要する費用の概算額とす

る。 

（イ）発注者が示す仕様の一部を置き換える提案の場合 

当初契約の設計書における一部の数量を減じて技術向上提案内容を増工する

ことから、当該数量減及び増工を設計変更対象とした場合の当初契約額との差

額が、発注者の示す上限額以内となるような技術向上提案を求めるものであ

る。提案書に記載する概算金額は、上記の差額の概算額とする。 
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③ 採用決定後の見積りの徴収と単価の考え方 

技術向上提案の実施を指示した場合は、受注者から当該提案部分について見積りを

徴収し、協議により請負代金額の変更額を決定するものとする。原則として、請負代

金額の変更にあたっては、通常の総価契約単価合意方式と同様に扱うが、単価の時点

については、変更指示時点単価ではなく当初契約と同じ時点の単価を用いて積算する

こととするほか、技術向上提案に含まれる追加工事内容に関する変更額の算定におけ

る単価の算出方法については以下の考え方を用いる。 

（ア）当初契約の合意単価表に含まれる単価 

原則として合意単価を採用するものとする。 

（イ）当初契約の合意単価表に含まれないが、「土木工事工事費積算要領及び基準の

運用」に規定された方法で積算可能な単価 

原則として官積算に用いる資料により単価を設定するものとする。 

（ウ）上記以外の単価 

受注者の見積りの妥当性を発注者において確認した上で、見積りにより単価

を決定するものとする。 

ただし（ア）及び（イ）について、技術向上提案において、独自の材料、工法等を

用いるため、当該提案部分に関して当初契約の合意単価や官積算の単価が適用できな

いことが示されている場合は、（ウ）と同様に見積りを活用した単価を使用することが

できる。 

例） 

・コンクリート工で、積算基準上で想定する材料と異なる新しい配合、特殊な混和

剤を採用する場合や、締固め・養生等において積算基準で採用する方法と異なる

工法を採用する場合 

なお、技術向上提案内容の実施にあたり必要な調査・測量・設計や、施工中の品質

管理・出来形管理に要する費用について、「土木工事工事費積算要領及び基準の運用」

において共通仮設費として積み上げ計上の対象とされているものは、見積りに含まれ

た場合は受発注者間の協議の上で設計変更の対象となり得るが、その他の費用は契約

変更後の共通仮設費（率計上）に含まれるものとして扱う。 

また、合意単価を用いない場合も通常の総価契約単価合意方式と同様に、単価合意

書に記載されていない工種が生じた場合で特別な理由がないときは当該工種の官積算

単価で積算するが、このほかの場合は、工種単位または細別単位での変更前の官積算

単価に対する合意単価の比率を官積算単価に乗じて積算することに留意する。 

技術向上提案に係る設計変更後、工事着手後の現場条件の変更による数量変更や、

賃金水準又は物価水準の変動により請負代金額の変更の請求（スライド条項の適用）

が生じた場合の設計変更金額の算定にあたっての単価については、通常の設計変更と

同様に扱うものとする。 
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技術提案評価型（ＳⅠ型）試行に関する入札説明書等記載例 

 

■工事の概要 

●．工事の概要等 

（ ）本工事は、技術提案評価型Ｓ型で求めている技術提案（以下、「通常技術

提案」という。）に加えて、軽微な設計図書の変更を許容した技術提案（以下、

「技術向上提案」という。）を求める「技術提案評価型ＳⅠ型」総合評価落札方

式の試行工事である。 

 技術向上提案は、発注者が公告時の設計図書で示す標準的な仕様案（以下、「発

注者が示す仕様」という。）に対して目的物の仕様や工法（仮設等を含む）の軽

微な変更を許容し、さらなる工事品質の向上が図られるテーマについて、競争参

加者の提案を求めるものである。提案された技術向上提案について、発注者が採

用を決定し設計変更を指示した場合は、その提案の実施に必要な費用について

変更計上の対象とすることを認めることとする。 

 

 

■技術向上提案の入札時の価格に関する取り扱い 

(●) 総合評価の方法 

  ●) 評価方法 

価格及び価格以外の要素として技術評価項目に係る総合評価は、予定価格の

制限の範囲内の入札参加者について、標準点、加算点及び施工体制評価点の合計

を、当該入札者の入札価格で除して得た評価値をもって行う。なお、加算点のう

ち、技術提案に係る評価は、通常技術提案と技術向上提案の各評価点の合計であ

る。技術向上提案に係る費用については、本工事の予定価格に含まれていないた

め、入札価格に当該費用を含めないこと。 
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■テーマの記載例 

技術提案を求めるテーマは以下の通り 

 

・通常技術提案テーマ：■■工程における××対策 

  求める提案の数：○つ 

・技術向上提案テーマ：●●工程における△△対策 

  求める提案の数：○つ 

 

提案書の記述量は、1 つの技術向上提案テーマにつき A4・1～2 枚とする。 

発注者が示す仕様で指定する資材の一部を特定の資材に置き換えることの

みを提案した場合は、評価の対象外とする。（ただし、競争参加者が自ら研究開

発した資材の活用についてはこの限りでない。） 

技術向上提案に関しては、実施に要する概算費用（一般管理費、間接工事費

等を含み、税抜き。技術向上提案部分にかかる提案内容の実施にあたり必要な

調査・測量・設計、施工中の品質管理・出来形管理費用も概算費用に含む）を

算出し、それぞれの提案ごとに提案書に明記すること。 

本工事において、求める技術向上の実施に要する費用の上限は、全提案の合

計で●●百万円（税抜き）とし、この上限額を超えた提案については評価しな

い。 

技術向上提案の提出にあたっては、概算費用の算出に際しその内訳等の資料

の提出は求めない。ただし、提案の評価にあたり発注者が必要と認めた場合は、

ヒアリング等において当該概算費用を算出した際の考え方について説明を求

めることがある。 

 

（技術向上提案に関する費用の考え方） 

技術向上提案に係る設計変更額は、発注者が指定する上限額以下で、かつ落

札者が技術向上提案の提案書に記載した概算費用以下とする。 

（ア）発注者が示す仕様（材料や数量、施工歩掛等）を変更せず、工事内

容を追加させる提案の場合 

発注者の指定する上限以内で、当該追加内容の実施に必要な費

用を計上する。 

（イ）発注者が示す仕様の一部を変更し置き換える提案の場合 

当初契約の設計書における一部の数量を減じて技術向上提案

内容を追加することから、発注者の指定する上限以内で設計変更

の差額を計上する。 

 

技術向上提案が採用された場合には受注者より当該提案部分について見積

りを徴収し、協議により請負代金額の変更額を決定するものとする。原則と

して、請負代金額の変更にあたっては、通常の総価契約単価合意方式と同様
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に扱うが、単価の時点については、変更指示時点単価ではなく当初契約と同

じ時点の単価を用いて積算することとする。このとき、単価合意表にない単

価で、発注者が単価や歩掛を設定できない場合は、協議の上で見積りを活用

した単価を使用することができるので、発注者と協議すること。なお、合意単

価を用いない場合も、技術向上提案についての設計変更の積算の考え方は通

常技術提案と同様、土木設計業務等積算基準書によるものとする。 

技術向上提案に係る設計変更後、工事着手後の現場条件の変更による数量

変更や、賃金水準又は物価水準の変動により請負代金額の変更の請求（スラ

イド条項の適用）が生じた場合の設計変更金額の算定にあたっての単価につ

いては、通常の設計変更と同様に扱うものとする。 

 

 

■ヒアリングの実施【実施する場合】 

 

技術提案の内容について、配置予定技術者へのヒアリングを実施する。 

ヒアリングは、技術提案（技術向上提案を含む。）の内容に関する配置予定技

術者の理解度を確認することを目的としたものであり、本工事の総合評価の加

算点への反映対象となる。 

ヒアリングの日時、方法等については提案提出後に別途指示する。 
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■配点割合【例】 

  SⅠ型について配点を表で示している場合は、通常技術提案の点数と技術向上提

案の点数が明確に判別できるよう当該部分を書き換えること。 

※以下の記載案は、標準的なWTO対象工事（技術提案に対する配点が６０点）で、

技術向上提案の配点の割合を 1/3 とした場合であるが、技術向上提案の配点が占

める割合を１／２とする等の場合、配点部分の記載を適宜修正すること。（次項目

の「■評価基準・評価項目」の記載例についても同様） 

 

加算点のうち、技術提案に係る配点は以下のとおりとする。 

・通常技術提案テーマ ４０点 

・技術向上提案テーマ ２０点 

 

■評価基準・評価項目【例：テーマ・配点に応じ設定すること】  

 

技術向上提案に対する技術提案の評価については、的確性、実現性により評価

する。 

 

技術向上提案テーマに係る評価項目 

的確性 

以下の場合に優位に評価する。 

・交通状況や周辺環境等の与条件が適切に理解されている場合 

・交通影響の低減等、工事の品質向上に有効な目的物の構造、

架設工法、規制手法等が提案されている場合 

実現性 

提案された目的物の構造、架設工法、規制手法等の実施事例や

類似実績の記載があり、提案に十分（具体的な）裏付けがある

場合 

 

技術向上提案テーマに係る評価基準 

的 

確 

性 

評価基準 配点 実 

現 

性 

評価基準 配点 

高い １０ 高い １０ 

やや高い  ５ やや高い  ５ 

標準的な提案  ０ 標準的な提案  ０ 

 

技術向上提案の実施に係る概算費用の多寡については、技術向上提案の評価

対象としないが、提案書に記載された概算費用の合計が発注者の提示する上限

額を超過している場合は、当該技術向上提案について評価しない。また、過剰な

品質の向上を謳う技術向上提案については優位に評価しない。 
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■技術提案の通知等 

 

【評価結果を通知しない場合】 

技術向上提案に対する評価結果は通知しない。なお、技術向上提案内容を実施

するか否かは、第三者委員会において審議したうえで発注者において決定し、契

約締結後に発注者より通知するものとする。 

 

【評価結果を通知する場合】 

技術向上提案に対する評価結果を通知する場合は、競争参加資格確認結果通知

時に、通常技術提案及び技術向上提案の双方を通知する。なお、技術向上提案内

容を実施するか否かは、第三者委員会において審議したうえで発注者において

決定し、契約締結後に発注者より通知するものとする。 

 

 

■技術向上提案の履行義務 

 

（ ）技術評価項目における記載内容の履行に関する事項 

 通常技術提案テーマに対する技術提案については、受注者の責めにより提案さ

れた技術評価項目（付帯条件を付された提案を除く。）が履行されない場合は、契

約違反行為に該当することから、指名停止等の措置を講じることがある。 

技術向上提案テーマに対する技術提案については、契約後、発注者が指示し、変

更契約を行った場合は履行するものとする。 

発注者が指示し、変更契約を行った後、受注者の責により提案された技術評価項

目（付帯条件を付された提案を除く。）が履行されない場合は、契約違反行為に該

当することから、指名停止等の措置を講じることがある。 
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結果の通知（指示）様式 

 

 

●●●工事

令和●年●月●日

（内容）

技術向上提案の実施について

技術向上提案の実施について、下記の通りとします。

技術向上提案のあった内容については実施するものとする。
※実施にあたっての条件がある場合や一部未実施がある場合は
その旨も記載する

■ □

令和●年●月●日


